
決算取締役会開催日 配当支払開始予定日

定時株主総会開催日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 19年 2月期の業績（ 平成 18年 9月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）

(1)経営成績

（注） ①期中平均株式数 19年2月期 18年2月期
②会計処理の変更 無

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)財政状態

（注） ①期末発行済株式数 19年2月期 18年2月期
②期末自己株式数 19年2月期 18年2月期

２. 20年 2月期の業績予想（ 平成 19年 3月 1日  ～  平成 20年 2月 29日 ）

３. 配当状況
・現金配当

 18年2月期

 19年2月期

 20年2月期（予想）

（注） 当社は、平成19年9月に株式会社大丸と経営統合により共同持株会社を設立し、その後同社との合併により消滅会社とな
ることが予定されているため、業績予想および配当予想は平成19年8月中間期のみ公表いたします。

(注)上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な

     る可能性があります。なお、上記業績予想につきましては、決算短信（連結）添付資料の７ページを参照してください。
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貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

当 期 当 期
科 目 科 目

（１９．２．２８） （１９．２．２８）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 2,6 4 8 流 動 負 債 1 9 6

現 金 及 び 預 金 8 9 未 払 金 1 0 6

短 期 貸 付 金 2,0 3 4 未 払 法 人 税 等 8

繰 延 税 金 資 産 1 8 未 払 費 用 4 6

そ の 他 5 0 6 役 員 賞 与 引 当 金 3 5

固 定 資 産 5 8,9 1 8 そ の 他 0

投資その他の資産 5 8,9 1 8 負 債 合 計 1 9 6

関 係 会 社 株 式 5 8,9 0 8 （ 純 資 産 の 部 ）

繰 延 税 金 資 産 9 株 主 資 本 6 1,2 5 9

資 本 金 9,7 6 5

資 本 剰 余 金 4 9,0 7 2

資 本 準 備 金 4 9,0 7 2

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 2,4 7 1

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,4 7 1

繰 越 利 益 剰 余 金 2,4 7 1

自 己 株 式 △ 5 0

新株予約権 1 1 1

純 資 産 合 計 6 1,3 7 0

資 産 合 計 6 1,5 6 6 負債純資産合計 6 1,5 6 6
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損 益 計 算 書
（単位 百万円）

当 期
科 目

(18.9.1～19.2.28)

営 業 収 益 3,0 9 8

受 取 配 当 金 2,5 7 1

経 営 管 理 料 5 2 7

一 般 管 理 費 4 7 0

営 業 利 益 2,6 2 8

営 業 外 収 益 5

受 取 利 息 4

そ の 他 1

営 業 外 費 用 1 7 6

1 0 4創 立 費

そ の 他 7 2

経 常 利 益 2,4 5 7

税 引 前 当 期 純 利 益 2,4 5 7

法人税、住民税及び事業税 1 3

法 人 税 等 調 整 額 △ 2 7

当 期 純 利 益 2,4 7 1
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重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

２．引当金の計上基準

役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、支給予定額に基づき計上しております。

３．繰延資産の処理方法

創立費は、支出時に全額費用として処理しております。

４．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

株主資本等変動計算書関係注記

自己株式の種類および株式数
（単位 株）

前期末 当 期 当 期 当期末
株式の種類

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

－ 75,838 14,769 61,069普通株式（注）１、２

（注）１．自己株式増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．自己株式減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

重要な後発事象

株式会社大丸との経営統合について

当社と株式会社大丸は、共同株式移転により持株会社を設立することについて基本的な合意に達

し、平成１９年３月１４日開催の両社取締役会において決議のうえ、「経営統合に関する基本合意

書」を締結いたしました。また、平成１９年４月９日開催の両社取締役会において株式移転計画に

かかる最終合意書の承認を決議し、両社は、本年５月２４日開催のそれぞれの株主総会の承認を前

提として、平成１９年９月３日に株式移転により共同持株会社を設立することとなりました。

本経営統合の目的は、両社の人材、ノウハウ、保有資産、財務力などの最適活用をはかり、スピ

ードを上げて企業価値の最大化を実現することにあり、また、地域に密着した両社の営業基盤を活

かすため、それぞれの百貨店の商号は存続させながら、お互いの歴史、企業文化を尊重しつつ対等

の精神で経営統合を推進し、百貨店業を核とした質量ともに日本を代表する小売業界のリーディン

グカンパニーを目指してまいります。
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株式移転の要旨

(1) 株式移転の効力発生日および共同持株会社設立登記日

平成１９年９月３日（予定）

(2) 株式移転比率

株式会社大丸の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１.４株を､当社の普通株式

１株に対して共同持株会社の普通株式１株をそれぞれ割り当て交付いたします。

(3) 株式移転により新たに設立する会社の概要

商 号 ．フロント リテイリング株式会社Ｊ

事 業 内 容 百貨店業等の事業を行う子会社およびグループ会社の経営計画・管理な

らびにそれに付帯する業務

本 店 所 在 地 東京都中央区銀座六丁目10番１号

資 本 金 300億円

(4) 本株式移転に伴う会計処理の概要

本株式移転は、企業結合会計基準における「取得」に該当するため、パーチェス法を適用

することとなり、被取得会社である当社およびその子会社の資産および負債は、共同持株会

社の連結財務諸表上において時価で計上されることが見込まれています。

(5) その他

本株式移転の効力発生日以降に、共同持株会社および 松坂屋ホールディングスは株式会社

必要な諸手続きを経た上で、共同持株会社を存続会社とする吸収合併を行う予定です。

リース取引関係

該当事項はありません。

有価証券関係

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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税効果会計関係

１ ．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期(平成１９年２月２８日現在)

繰 延 税 金 資 産

未 払 賞 与 1 2

ストック・オプション費用 1 2

そ の 他 1 4

繰 延 税 金 資 産 小 計 3 9

評 価 性 引 当 額 △ 1 2

繰 延 税 金 資 産 合 計 2 7

繰 延 税 金 負 債 －

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 2 7

平成１９年２月２８日現在の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 － 繰延税金資産 1 8 百万円

固定資産 － 繰延税金資産 9

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 4 0.6 ％

（調整）

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △ 4 2.5

評価性引当額 0.5

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 0.6




